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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自　2014年４月１日
至　2014年９月30日

自　2015年４月１日
至　2015年９月30日

自　2014年４月１日
至　2015年３月31日

売上収益
（百万円）

80,364 196,735 174,365

（第２四半期連結会計期間） （43,123） （100,669）  

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 7,817 37,860 23,086

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）利益 （百万円）
6,595 33,043 17,080

（第２四半期連結会計期間） （4,923） （724）  

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）包括利益
（百万円） 7,255 30,998 17,621

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 155,639 167,102 161,992

総資産額 （百万円） 249,017 575,262 323,759

基本的１株当たり四半期

（当期）利益 （円）
50.76 262.16 131.65

（第２四半期連結会計期間） （37.89） （5.76）  

希薄化後１株当たり四半期

（当期）利益
（円） 50.76 262.16 131.64

親会社所有者帰属持分比率 （％） 62.5 29.0 50.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,118 △16,842 7,342

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,528 △19,092 △58,690

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,337 50,065 53,582

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 14,729 35,677 21,408

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．百万円未満を切り捨てております。

３．第68期第２四半期連結累計期間の希薄化後１株当たり四半期利益は、潜在株式が存在しないため基本的１株

当たり四半期利益と同額であります。

４．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

５．上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいて

おります。

６．第68期第１四半期連結累計期間より、DMG MORI AKTIENGESELLSCHAFT（以下、「AG社」）及びそのグループ

会社を連結対象としたことにより、売上収益、総資産額等の各指標が大幅に増加しております。

７．第68期連結会計年度より、当社及び一部の連結子会社が決算期を３月31日から12月31日に変更したことに伴

い、連結決算日を３月31日から12月31日に変更しております。なお、第67期第２四半期連結累計期間は2014

年４月１日から2014年９月30日まで、第68期第２四半期連結累計期間は2015年４月１日から2015年９月30日

までとしております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

要約四半期連結財務諸表 （６）要約四半期連結財務諸表注記 ６．事業セグメント」に記載のとおりであります。

第１四半期連結会計期間において、AG社株式を公開買付けにより取得したことに伴い、AG社及びそのグループ会社

を連結の範囲に含めております。

１.マシンツール

ＤＭＧ森精機ワシノ株式会社、DECKEL MAHO Pfronten GmbH、DECKEL MAHO Seebach GmbH、GILDEMEISTER

Beteiligungen GmbH等が増加しました。

 

２．インダストリアル・サービス

DMG MORI Europe AG、DMG Asia Pte. Ltd.、DMG Holding AG, Switzerland、DMG Netherlands B.V.等が増

加しました。

 

（注）上記の他、全社機能でAG社等が増加しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期連結累計期間における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は以下のとおりであ

ります。文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から９月30日）における業績は、売上収益は196,735百万円、営業

利益は38,679百万円、税引前四半期利益は37,860百万円、親会社の所有者に帰属する四半期利益は33,043百万円と

なりました。

当社は、欧州の工作機械メーカーであるDMG MORI AKTIENGESELLSCHAFT（以下、「AG社」）との経営統合によ

り、さらなるシェア拡大、収益性向上、資産効率改善に取り組んでおります。両社で300程度の機種数を2020年ま

でに150程度にする機種統合を進めており、また新機種開発を積極的に行い製品面での競争力の向上を図っており

ます。新たにAG社と共同開発した立形マシニングセンタecoMill Vシリーズ「ecoMill 600 V」、「ecoMill 800

V」、「ecoMill 1100 V」の３機種は、両社の高い技術力を融合した設計により、高精度と高剛性を実現し、高い

生産性を誇る機械となっております。この機械は、当社とAG社の各工場でグローバルな共同生産を行い、各地域で

のお客様サービスを行います。また、「EMO Milano 2015」において、従来機より精度、機能性、作業効率を飛躍

的に向上させた新世代のマシニングセンタduoBLOCKシリーズの第４世代を初出展いたしました。

また、主軸、刃物台、ATC等の重要部品の共通化及び品質、性能向上への取り組みを進めております。主要機械

部品を内製化する強みを活かし、共通部品の製造を当社が担うことにより、AG社への部品供給の拡大、製造ライン

の稼働率向上を目指しております。

お客様の生産課題に対するトータルソリューション提案を強化するためにアプリケーションの充実を進めており

ます。伊賀事業所では、グローバルソリューションセンタを3,500㎡の世界最大の展示場に全面的にリニューアル

し、「伊賀 Innovation Days 2015」では、多数の事例やデモ加工を交えた実践的な技術ノウハウとお客様の生産

性向上に貢献するソリューションを提供いたしました。奈良事業所では、お客様からの「ターンキー」に対するご

要望にお応えするためにターンキー専用工場を建設しており、お客様に迅速かつ最適なソリューションを提供でき

る生産体制の確立を進めております。

製品面でもインダストリー4.0に対応したユーザインタフェイス「CELOS」のアプリケーション開発、組込ソフト

ウェアを充実させることにより、お客様の生産活動の効率化をサポートしてまいります。

工作機械の需要につきましては、国内は政府の設備投資減税や補助金等の投資促進策の効果もあり、引き続き堅

調な受注が見込まれます。北米は、エネルギー産業は横ばいで推移しておりますが、自動車、医療、航空機関連の

受注が堅調に推移しております。欧州では、「EMO Milano 2015」が開催されたイタリアは比較的好調ですが、全

体的には横ばい状態が続いております。中国は、景気減速等で需要は強くないものの、自助努力により一定の受注

量を確保しております。アジアは、需要に力強さを欠くものの、インドネシアや韓国等でセールス・サービスネッ

トワークを拡充し、受注獲得を目指しております。

 

なお、セグメントの動向及び業績は以下のとおりです。

マシンツールセグメントでは、自動車、航空機、医療関連の受注が堅調に推移いたしました。その結果、売上収

益は203,049百万円となり、セグメント損益は18,971百万円のセグメント利益となりました。

インダストリアル・サービスセグメントでは、パーツ販売、サービス、計測機器の受注が堅調に推移いたしまし

た。その結果、売上収益は70,474百万円となり、セグメント損益は24,067百万円のセグメント利益となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、35,677百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は16,842百万円の支出となりました、主な増加要因は、税引前四半

期利益37,860百万円であり、主な減少要因は、段階取得に係る差益37,296百万円、棚卸資産の増加額11,917百

万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は19,092百万円の支出となりました。主な減少要因は、有形固定資

産の取得による支出12,464百万円、子会社株式の取得による支出4,808百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は50,065百万円の収入となりました。主な増加要因は、長期借入に

よる収入93,578百万円であり、主な減少要因は、非支配持分の取得による支出22,451百万円、短期借入金の減

少額13,407百万円であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の金額は、AG社グループを連結対象としたこ

とにより、5,706百万円となっております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 従業員数

第１四半期連結累計期間よりAG社グループを連結対象としたことにより、従業員数が12,004名となっておりま

す。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

第１四半期連結累計期間よりAG社グループを連結対象としたことにより、大幅に増加しております。

 

(7) 主要な設備

第１四半期連結累計期間よりAG社グループを連結対象としたことにより、大幅に増加しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2015年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2015年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 132,943,683 132,943,683
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 132,943,683 132,943,683 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2015年７月１日～

2015年９月30日
－ 132,943,683 － 51,115 － 51,846
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（６）【大株主の状況】

当第２四半期会計期間末日現在の「大株主の状況」については、変則決算により当第２四半期会計期間末時

点において株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の基準日（2015年６月30日）に基づく株主名簿によ

る記載を行っております。

  2015年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ディーエムジー　モリセイキ　

アーゲー

（常任代理人　クレディ・スイス

証券株式会社）

GILDEMEISTER STR.60 33689 BIELEFELD

GERMANY

（東京都港区六本木１丁目６番１号）

 

12,797 9.63

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,201 5.42

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,415 4.83

モルガンスタンレーアンド

カンパニーエルエルシー

（常任代理人　モルガン・

スタンレーMUFG証券株式会社）

1585 Broadway New York, New York 10036

U.S.A.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号）

 

3,913 2.94

森　　　　雅彦 奈良県奈良市 3,540 2.66

ステート　ストリート　バンク　

アンド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行

東京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

 

3,306 2.49

ゴールドマン・サックス・

アンド・カンパニー

レギュラーアカウント

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA

 

 

（東京都港区六本木６丁目10番１号）

 

3,117 2.35

RBC ISB A/C DUB NON RESIDENT

- TREATY RATE

（常任代理人　シティバンク

銀行株式会社）

14 PORTE DE FRANCE, ESCH-SUR-ALZETTE,

LUXEMBOURG, L-4360

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

 

2,839 2.14

MSIP CLIENT SECURITIES

 

（常任代理人　モルガン・

スタンレーMUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号）

 

2,669 2.01

森　　　　智恵子 奈良県奈良市 2,287 1.72

野村信託銀行株式会社

（投信口）
東京都千代田区大手町２丁目２番２号 1,818 1.37

MSCO CUSTOMER SECURITIES

 

（常任代理人　モルガン・

スタンレーMUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,

U.S.A.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号）

 

1,777 1.34

森　　　　優 奈良県奈良市 1,720 1.29

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,609 1.21

ＤＭＧ森精機従業員持株会 奈良県大和郡山市井戸野町362 1,581 1.19

計 － 56,596 42.57
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（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 6,662千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,119千株

野村信託銀行株式会社（投信口） 1,818千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,609千株

２．ディーエムジー　モリセイキ　アーゲーは、2015年５月８日に同社株主総会において名称をディーエム

ジー　モリ　アーゲーに変更しておりますが、株主名簿の名称変更は2015年７月に行われております。

３．JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその他の共同保有者６名から2015年10月27日付の変更報

告書の提出があり、2015年10月20日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

JPモルガン・アセット・

マネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 6,651 5.00

ジェー・ピー・モルガン・

アセット・マネジメント

（ユーケー）　リミテッド

英国 ロンドン E14 5JP カナリー・

ウォーフ バンク・ストリート25
1,775 1.34

ジェー・ピー・モルガン・

インベストメント・

マネージメント・インク

アメリカ合衆国 10017 ニューヨーク州

ニューヨーク パーク・アベニュー270
2,388 1.80

ジェー・エフ・アセット・

マネジメント・リミテッド

香港 セントラル コーノート・ロード8

チャーター・ハウス21階
320 0.24

ジェー・ピー・モルガン・

ホワイトフライヤーズ・

インク

アメリカ合衆国 デラウェア州 19713

ニューアーク・スタントン・

クリスティアナ・ロード500

1 0.00

ジェー・ピー・モルガン・

チェース・バンク・

ナショナル・

アソシエーション

アメリカ合衆国 オハイオ州

コロンバス市 ポラリス・

パークウェー1111

1,312 0.99

ジェー・ピー・モルガン・

セキュリティーズ・

ピーエルシー

英国 ロンドン E14 5JP カナリー・

ウォーフ バンク・ストリート25
1,074 0.81

４．オデイ・アセット・マネジメント・エルエルピーから2015年８月26日付の変更報告書の提出があり、2015年

８月20日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会

計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

オデイ・アセット・

マネジメント・エルエルピー

英国 ロンドン アッパー・

グロブナー・ストリート12
5,398 4.05

５．ウエリントン・マネジメント・カンパニー・エルエルピー及びその他の共同保有者１名から2015年６月19日

付の大量保有報告書の提出があり、2015年６月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

ウエリントン・

マネジメント・カンパニー・

エルエルピー

アメリカ合衆国 02110

マサチューセッツ州ボストン

コングレス・ストリート280

6,153 4.63

ウエリントン・

マネジメント・ジャパン・

ピーティーイー・リミテッド

東京都千代田区丸の内１丁目１番１号 618 0.47
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

当第２四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、変則決算により当第２四半期会計期間末時点

において株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の基準日（2015年６月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

2015年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
－ － －

議決権制限株式

（その他）
－ － －

完全議決権株式

（自己株式等）

（自己保有株式）

　　普通株式　　 107,400
－ －

（相互保有株式）

　　普通株式　12,855,700
－ －

完全議決権株式

（その他）
　　普通株式 119,922,400 1,199,224 －

単元未満株式 　　普通株式　　　58,183 － －

発行済株式総数 132,943,683 － －

総株主の議決権 － 1,199,224 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株、相互保有株式73株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2015年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合（％）

（自己保有株式）

ＤＭＧ森精機株式会社

奈良県大和郡山市

北郡山町106番地
107,400 － 107,400 0.08

（相互保有株式）

ディーエムジー

モリセイキ　アーゲー

GILDEMEISTER STR. 60

33689 BIELEFELD

GERMANY

12,797,000 － 12,797,000 9.63

（相互保有株式）

株式会社渡部製鋼所

島根県出雲市

大津町1378番地
58,700 － 58,700 0.04

計 － 12,963,100 － 12,963,100 9.75

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
IFRS移行日

（2014年４月１日）
 

前連結会計年度
（2015年３月31日）

 
当第２四半期
連結会計期間

（2015年９月30日）

資産       

流動資産       

現金及び現金同等物  18,916  21,408  35,677

営業債権及びその他の債権  35,530  44,948  87,522

その他の金融資産  82  869  5,861

棚卸資産  40,856  53,873  139,310

その他の流動資産  2,578  3,038  24,553

流動資産合計  97,965  124,138  292,927

非流動資産       

有形固定資産  69,009  72,187  135,663

のれん  704  1,164  98,759

その他の無形資産  5,408  6,639  16,868

その他の金融資産  13,856  17,624  16,677

持分法で会計処理されている投資  51,635  99,118  610

繰延税金資産  1,657  1,570  10,628

その他の非流動資産  847  1,316  3,126

非流動資産合計  143,120  199,620  282,334

資産合計  241,085  323,759  575,262
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（単位：百万円）

 

 注記
IFRS移行日

（2014年４月１日）
 

前連結会計年度
（2015年３月31日）

 
当第２四半期
連結会計期間

（2015年９月30日）

負債及び資本       

負債       

流動負債       

営業債務及びその他の債務  20,779  29,304  56,574

社債及び借入金  16,838  54,113  82,204

前受金  2,141  1,657  21,099

その他の金融負債  677  339  1,825

未払法人所得税  1,017  4,452  4,532

引当金  2,463  2,385  26,555

その他の流動負債  561  558  3,340

流動負債合計  44,478  92,811  196,132

非流動負債       

社債及び借入金  34,883  54,917  139,612

その他の金融負債  4,008  3,951  3,999

退職給付に係る負債  379  676  6,990

引当金  125  117  4,271

繰延税金負債  1,871  3,630  139

その他の非流動負債  1,268  1,280  2,260

非流動負債合計  42,537  64,574  157,273

負債合計  87,016  157,386  353,405

資本       

資本金  51,115  51,115  51,115

資本剰余金  64,153  64,185  44,823

自己株式  △3,609  △6,030  △13,492

利益剰余金  34,337  47,769  77,692

その他の資本の構成要素  3,987  4,952  6,963

親会社の所有者に帰属する持分合計  149,984  161,992  167,102

非支配持分  4,084  4,380  54,753

資本合計  154,069  166,373  221,856

負債及び資本合計  241,085  323,759  575,262
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（２）【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

収益     

売上収益 ６ 80,364  196,735

その他の収益  1,466  39,719

収益合計  81,830  236,455

費用     

商品及び製品・仕掛品の増減  △293  △10,467

原材料費及び消耗品費  39,487  92,105

人件費  19,410  60,451

減価償却費及び償却費  3,221  7,805

その他の費用  14,479  47,881

費用合計  76,305  197,776

営業利益 ６ 5,525  38,679

金融収益  339  330

金融費用  278  1,286

持分法による投資利益 ６ 2,231  137

税引前四半期利益  7,817  37,860

法人所得税  1,139  1,404

四半期利益  6,678  36,455

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者 ８ 6,595  33,043

非支配持分  82  3,412

四半期利益  6,678  36,455

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ８ 50.76  262.16

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ８ 50.76  262.16
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

収益     

売上収益 ６ 43,123  100,669

その他の収益  1,222  862

収益合計  44,345  101,532

費用     

商品及び製品・仕掛品の増減  940  △3,708

原材料費及び消耗品費  20,838  42,129

人件費  9,760  29,968

減価償却費及び償却費  1,691  3,992

その他の費用  6,316  24,436

費用合計  39,547  96,818

営業利益 ６ 4,798  4,714

金融収益  223  111

金融費用  139  688

持分法による投資利益 ６ 1,194  44

税引前四半期利益  6,076  4,181

法人所得税  1,060  1,618

四半期利益  5,016  2,562

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者 ８ 4,923  724

非支配持分  92  1,838

四半期利益  5,016  2,562

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ８ 37.89  5.76

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ８ 37.89  5.76
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（３）【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

四半期利益  6,678  36,455

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

確定給付制度の再測定  3  1

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 3  1

     

純損益にその後に振り替えられる可能性の

ある項目
    

在外営業活動体の換算差額  764  399

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

の純変動の有効部分
 159  △210

売却可能金融資産の公正価値の変動  1,214  △1,329

持分法適用会社におけるその他の

包括利益に対する持分
 △1,456  △2

純損益にその後に振り替えられる可能性

のある項目合計
 681  △1,143

その他の包括利益合計  685  △1,142

四半期包括利益  7,363  35,313

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  7,255  30,998

非支配持分  107  4,315

四半期包括利益  7,363  35,313
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

四半期利益  5,016  2,562

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

確定給付制度の再測定  △3  33

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 △3  33

     

純損益にその後に振り替えられる可能性の

ある項目
    

在外営業活動体の換算差額  1,207  △4,904

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

の純変動の有効部分
 14  △50

売却可能金融資産の公正価値の変動  681  △2,188

持分法適用会社におけるその他の

包括利益に対する持分
 △133  △6

純損益にその後に振り替えられる可能性

のある項目合計
 1,770  △7,150

その他の包括利益合計  1,766  △7,116

四半期包括利益  6,782  △4,553

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  6,655  △4,261

非支配持分  126  △292

四半期包括利益  6,782  △4,553
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（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記

親会社の所有者に帰属する部分

 
非支配
持分  資本合計

資本金  
資本
剰余金  自己株式  

利益
剰余金  

その他の
資本の
構成要素

 合計

2014年４月１日残高  51,115  64,153  △3,609  34,337  3,987  149,984  4,084  154,069

                 
四半期利益        6,595    6,595  82  6,678

その他の包括利益          660  660  25  685

四半期包括利益  －  －  －  6,595  660  7,255  107  7,363

                 
自己株式の取得      △0      △0    △0

配当金 ７       △1,594    △1,594  △14  △1,608

株式報酬取引    32      △34  △2  5  3

企業結合による変動            －    －

その他の資本の構成要素　

から利益剰余金への振替
       3  △3  －    －

その他        △6  2  △4  0  △4

所有者による拠出及び所有者

への配分合計
 －  32  △0  △1,597  △35  △1,601  △8  △1,609

非支配持分の取得            －    －

子会社等に対する所有持分の

変動額合計
 －  －  －  －  －  －  －  －

                 

2014年９月30日残高  51,115  64,185  △3,610  39,336  4,611  155,639  4,184  159,823
 

 

 

 
当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記

親会社の所有者に帰属する部分

 
非支配
持分  資本合計

資本金  
資本
剰余金  自己株式  

利益
剰余金  

その他の
資本の
構成要素

 合計

2015年４月１日残高  51,115  64,185  △6,030  47,769  4,952  161,992  4,380  166,373

                 
四半期利益        33,043    33,043  3,412  36,455

その他の包括利益          △2,045  △2,045  902  △1,142

四半期包括利益  －  －  －  33,043  △2,045  30,998  4,315  35,313

                 
自己株式の取得      △1      △1    △1

配当金 ７       △3,121    △3,121  △2,796  △5,917

株式報酬取引            －    －

企業結合による変動      △5,925    4,057  △1,867  56,279  54,411

その他の資本の構成要素　

から利益剰余金への振替
       1  △1  －    －

その他            －    －

所有者による拠出及び所有者

への配分合計
 －  －  △5,926  △3,120  4,056  △4,990  53,483  48,493

非支配持分の取得    △19,362  △1,535      △20,897  △7,425  △28,323

子会社等に対する所有持分の

変動額合計
 －  △19,362  △1,535  －  －  △20,897  △7,425  △28,323

                 

2015年９月30日残高  51,115  44,823  △13,492  77,692  6,963  167,102  54,753  221,856
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  7,817  37,860

減価償却費及び償却費  3,221  7,805

段階取得に係る差益  －  △37,296

固定資産除売却損益（△は益）  29  45

金融収益及び金融費用（△は益）  △60  956

持分法による投資損益（△は益）  △2,231  △137

その他非資金損益（△は益）  △1,598  △3,183

棚卸資産の増減額（△は増加）  △3,920  △11,917

営業債権及びその他の債権の増減額

（△は増加）
 △2,949  2,912

営業債務及びその他の債務の増減額

（△は減少）
 473  △3,629

引当金の増減額（△は減少）  △68  1,379

その他  △2,140  △3,319

（小計）  △1,428  △8,524

利息の受取額  10  160

配当金の受取額  1,329  174

利息の支払額  △259  △1,246

法人所得税の支払額  △770  △7,407

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,118  △16,842

     

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △3,705  △12,464

有形固定資産の売却による収入  190  768

無形資産の取得による支出  △720  △2,234

子会社株式の取得による支出  －  △4,808

その他  △293  △353

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,528  △19,092

     

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △1,820  △13,407

長期借入れによる収入  20,000  93,578

長期借入金の返済による支出  －  △1,326

社債の償還による支出  △15,000  －

配当金の支払額  △1,592  △2,907

非支配持分への配当金の支払額  △14  △2,796

非支配持分の取得による支出  －  △22,451

自己株式の取得による支出  △0  △1

その他  △234  △622

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,337  50,065

現金及び現金同等物に係る換算差額  122  138

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △4,187  14,269

現金及び現金同等物の期首残高  18,916  21,408

現金及び現金同等物の四半期末残高  14,729  35,677
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（６）【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

ＤＭＧ森精機株式会社（当社）は、日本の法律に基づき設立された株式会社です。当社は日本国に拠点を置く

株式会社であり、登記上の本社は奈良県大和郡山市北郡山町106番地であります。

当社の要約四半期連結財務諸表は2015年９月30日を期末日とし、当社及びその子会社並びに関連会社等に対す

る持分により構成されております。当社グループの主な活動は、工作機械（マシニングセンタ、ターニングセン

タ、複合加工機、５軸加工機及びその他の製品）、ソフトウェア（ユーザインタフェイス、組込ソフトウェア

等）、計測装置、サービスサポート、アプリケーション、エンジニアリングを駆使したトータルソリューション

の提供であります。

 

 

２．作成の基礎

(1) 準拠する会計基準

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号、以下、「四半期連結財務諸表規則」）第93条の規定により、IAS第34号「期

中財務報告」に準拠して作成しております。

当社グループは、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要件を満たしていることか

ら、同第93条の規定を適用しております。

当社グループは、当連結会計年度（2015年４月１日から2015年12月31日まで）から国際会計基準（以下、

「IFRS」）を適用しており、当連結会計年度の年次の連結財務諸表がIFRSに従って作成する最初の連結財務諸

表となります。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、下記の「重要な会計方針」で記載されているとおり、公正価値

で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成されております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

本要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示されており、百万円未満を切り捨てて表

示しております。

 

(4) 財務諸表の承認

本要約四半期連結財務諸表は、2015年11月10日に当社取締役会によって承認されております。

 

(5) 連結決算日の変更

当連結会計年度より、当社及び一部の連結子会社は、DMG MORI AKTIENGESELLSCHAFT（以下、「AG社」）と

の統合及びIFRSに規定されている連結会社の決算期統一への対応を図るため、決算期を３月31日から12月31日

に変更しております。この変更に伴い、連結決算日を３月31日から12月31日に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間は2014年４月１日から2014年９月30日まで、当第２四半期連結累計期間は

2015年４月１日から2015年９月30日までとしております。

 

 

３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、特段の記載がない限り、この要約四半期連

結財務諸表（IFRS移行日の連結財政状態計算書を含む）に記載されている全ての期間について適用された会計

方針と同一であります。

 

(1) 連結の基礎

連結財務諸表に含まれる会社のすべての財務諸表は、期末日に作成しており、統一された会計方針及び評

価基準に基づいて作成しております。子会社が採用する会計方針が当社グループの会計方針と異なる場合に

は、必要に応じて当該子会社の財務諸表に調整を加えております。

 

(2) 企業結合

当社グループは企業結合の会計処理として取得法を用いています。

子会社の取得のために移転された対価は、取得日時点において移転した資産、当社グループが発行した資

本持分、及び発生した負債の公正価値の合計であります。移転された対価には、条件付対価契約から生じる

識別された全ての資産又は負債の公正価値が含まれます。
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企業結合において識別可能資産、引受負債及び偶発負債は、原則として、当初取得日の公正価値で測定さ

れます。

企業結合が段階的に達成される場合、支配獲得前に保有していた被取得企業に対する持分を取得日の公正

価値で再評価し、それにより生じる利得又は損失は純損益で認識しております。

被取得企業に対する非支配持分の測定は、公正価値又は被取得企業の識別可能純資産の公正価値に対する

持分割合相当額のいずれかを企業結合ごとに選択しております。なお、企業結合に関連して発生する取得関

連費用は発生時に費用処理しております。

移転された対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、のれんとして計上しておりま

す。

当該のれんは、企業結合のシナジーから便益を得ることが期待される資金生成単位又は資金生成単位グ　

ループに配分されます。移転した資産の金額が取得した子会社の純資産の公正価値を下回る場合、差額は連

結損益計算書で直接認識されます。IFRS第３号「企業結合」及びIAS第36号「資産の減損」に基づき、のれ

んの償却は行っていません。

子会社に対する持分のうち、親会社に直接又は間接的に帰属しないものは非支配持分として表示されま

す。包括利益は非支配持分が負となる場合であっても親会社の所有者と非支配持分に帰属させております。

支配を喪失しない子会社に対する当社グループの所有持分の変動は、資本取引として会計処理しておりま

す。支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得及び損失は純損益で認識しております。

 

(3) 子会社

子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。

支配とは以下の要件をすべて満たすものです。

(a) 被投資会社に対してパワーを有している。

(b) 被投資会社への関与から生じる変動リターンにさらされている、もしくは変動リターンに対する権

利を有している。

(c) 投資会社のリターンの金額に影響を与えるようなパワーを、被投資会社に対して行使することがで

きる。

すべての子会社は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで連結の対象に含めており

ます。

連結財務諸表の作成にあたり、連結会社間の内部取引高、内部取引によって発生した未実現損益及び債権

債務残高を相殺消去しております。

 

(4) 関連会社

関連会社とは、当社グループがその財務及び経営方針に対して重要な影響力を有しているものの、支配は

していない企業をいいます。関連会社に対する投資は、取得時に取得原価で認識し、その後は持分法を用い

て会計処理しております。関連会社に対するグループの持分は取得により生じたのれん（減損損失累計額控

除後）が含まれています。 関連会社の取得後の業績に対する当社グループの持分は、連結損益計算書にお

いて反映されており、また、取得後のその他の包括利益の変動に対する持分は、その他の包括利益で認識さ

れております。

剰余金の変動は利益剰余金において持分に比例して認識されます。

取得後の純資産の変動の累計額が、投資の帳簿価額に対して調整されています。

関連会社の損失に対する当社グループの持分が、当該関連会社に対する持分と同額以上である場合には、

当該関連会社に代わって債務の引受け又は支払いの義務を負わない限り、持分を超過する損失は認識しませ

ん。

期末日に、当社グループは関連会社への投資の会計処理にあたり減損損失の必要性を検討しております。

減損損失を認識する場合、帳簿価額と回収可能額の差額は、連結損益計算書の「その他の費用」の一部とし

て表示されます。

当社グループと関連会社との間の取引から生じる未実現利益は、当該関連会社に対する持分の範囲で消去

を行っております。
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(5) 共同支配

共同契約(Joint arrangement)とは、複数の当事者が共同支配を有する契約上の取決めです。

当社グループは、共同支配の取決めへの関与を、当社グループの、その取決めの資産に対する権利または

負債に係る義務により、ジョイント・オペレーション（取決めに関連して当社グループが資産への権利を有

し、負債への義務を負う場合）と、ジョイント・ベンチャー（当社グループが取決めの純資産に対する権利

のみを有する場合）に分類しています。

ジョイント・オペレーションの場合は、自らの資産、負債、収益及び費用に対する持分相当額を認識しま

す。ジョイント・ベンチャーは、取得時に取得原価で認識し、その後は持分法を用いて会計処理しておりま

す。

 

(6) 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されてお

ります。

 

(7) 棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で計上しております。取得原価には、購入原

価、加工費及び棚卸資産を現在の場所及び状態とするまでに発生したその他の費用が含まれております。

正味実現可能価額とは、通常の事業の過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び販売に

要する見積費用を控除した額であります。

個別法を採用している棚卸資産を除き、原価の配分方法は、主として平均法を採用しております。

以下の棚卸資産は個別法を採用しております。

(a) 代替性がない棚卸資産

(b) 特定のプロジェクトのために製造され、かつ、他の棚卸資産から区分されている棚卸資産

 

(8) 有形固定資産

有形固定資産は原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測

定しております。取得原価には、その資産の取得に直接付随する全ての費用を含んでおります。修繕費用は

発生した会計期間の費用として認識しております。

これらの資産の減価償却は使用可能となった時点より開始され、以下の見積耐用年数にわたって定額法に

より行っております。

事務所及び工場 ３～50年

機械装置 ２～30年

工具器具備品 ２～23年

 

(9) のれん及び無形資産

無形資産は原価モデルを適用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定してお

ります。

子会社の取得により生じたのれんは「のれん」に計上しております。のれんの償却は行わず、毎期の減損

テストにより必要な場合は減損損失を認識します。なお、のれんの減損損失戻入は行っておりません。

開発活動で発生した費用は、以下のすべての条件を満たしたことを立証できる場合にのみ、資産計上して

おります。

(a) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性

(b) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図

(c) 無形資産を使用又は売却できる能力

(d) 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法

(e) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適切な技術、財務

上及びその他の資源の利用可能性

(f) 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって測定する能力

資産化された開発費は、プロジェクトの終了時点より開始され、当該開発資産が正味のキャッシュ・イン

フローをもたらすと期待される期間にわたり定額法により償却しております。上記資産計上の要件を満たさ

ないものは発生した会計期間の費用として認識しております。
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その他の無形資産の減価償却は以下の見積耐用年数にわたって定額法により行っております。

開発により生じた無形資産 ２～10年

ソフトウエア及びその他の無形資産 １～５年

 

(10) リース

契約上、当社グループが実質的にすべてのリスク及び経済的便益を享受するリースをファイナンス・リー

スとして分類し、それ以外のリース取引はオペレーティング・リースに分類しております。

契約がリースであるか又は契約にリースが含まれているかについては、リース開始日における契約の実質

に基づき判断しております。

オペレーティング・リースにおける支払額は、貸手より提供されたインセンティブ部分を控除した額につ

いてリース期間にわたり定額法により連結損益計算書において認識しております。

ファイナンス・リースは、リース開始時のリース物件の公正価値又は最低支払リース料総額の現在価値の

いずれか低い金額をもって資産計上しております。

リース債務は、連結財政状態計算書の流動負債及び非流動負債に計上しております。

各々のリース支払額は金利部分と元本部分から構成されており、金利部分は負債残高に対して一定の利率

となるように、リース期間にわたって各期に配分しております。

ファイナンス・リースにより保有する資産は、リース期間の終了時までに所有権の移転が合理的に確実で

あると見込まれる場合を除き、リース期間又は経済的耐用年数のいずれか短い期間で償却しております。

 

(11) 非金融資産の減損

当社グループは、耐用年数を確定できない無形資産、使用可能ではない無形資産及びのれん以外のすべて

の固定資産について、期末日において減損の兆候の有無を判定しております。

減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積り、必要に応じて資産の帳簿価額を修正し

ております。資金生成単位については、継続的に使用することにより他の資産又は資産グループのキャッ

シュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループとしておりま

す。

のれんについては、定期的な償却計算を行わず、毎年、減損の兆候の有無に係らず減損テストを実施して

おります。減損損失は、帳簿価額が回収可能価額を上回る場合に認識しております。

資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちいずれか高い金額としてお

ります。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産の固有

のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。

見積もられた将来キャッシュ・フローに基づく現在価値の計算は、主に将来の販売価格または販売量及び

費用の仮定に基づいております。

のれん以外の固定資産については、毎年減損の戻入の兆候について検討を行い、戻入が必要な場合には、

償却分を調整した当初の帳簿価額を超えないように新たに見積った回収可能価額を上限として、損失を戻し

入れております。

 

(12) 法人所得税

法人所得税費用は、当期税金費用と繰延税金費用から構成されております。これらは、企業結合から生ず

る場合及び直接資本またはその他の包括利益で認識される項目を除き、純損益で認識しております。

繰延税金は、期末日における資産及び負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との間の一時差異、繰越欠損

金及び税額控除に関して、資産負債法を適用して算定しております。

繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除及び繰越欠損金について、それらを回収でき

る課税所得が生じると見込まれる範囲において認識し、繰延税金負債は、原則として、将来加算一時差異に

ついて認識しております。

なお、次の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。

(a) のれんの当初認識において生じる将来加算一時差異

(b) 企業結合以外の取引で、かつ会計上又は税務上のいずれかの損益にも影響を及ぼさない取引におけ

る資産又は負債の当初認識にかかる一時差異

(c) 子会社に対する投資にかかる将来加算一時差異のうち、一時差異の解消時期をコントロールでき、

かつ予見可能な期間内に一時差異が解消されない可能性が高い場合

(d) 子会社に対する投資にかかる将来減算一時差異のうち、予見可能な期間内に一時差異が解消されな

い可能性が高い場合
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繰延税金資産及び負債は、当期税金負債と当期税金資産を相殺する法律上強制力のある権利を有し、かつ

同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、相殺しております。

 

(13) 金融商品

①金融資産

(ⅰ) 当初認識及び測定

金融資産は、契約の当事者となる時点で当初認識し、当初認識時点において以下に分類しておりま

す。

(a) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

売買目的保有金融資産または純損益を通じて公正価値で測定することを指定した金融資産

(b) 満期保有投資

固定または決定可能な支払金額と固定の満期日を有する非デリバティブ金融資産で、当社グ　

ループが満期まで保有する明確な意図と能力を有するもの

(c) 貸付金及び債権

支払額が固定または決定可能な非デリバティブ金融資産のうち、活発な市場での取引がないも

の

(d) 売却可能金融資産

非デリバティブ金融資産のうち、売却可能金融資産に指定されたもの、または上記(a)、(b)、

(c)のいずれにも分類されないもの

金融資産は、当初認識時点において公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定する金融資

産を除き、取得に直接起因する取引費用を加算して算定しております。

(ⅱ) 事後測定

(a) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は公正価値で測定し、再測定から生じる利得また

は損失は純損益として認識しております。

(b) 満期保有投資

満期保有投資は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定しておりま

す。

(c) 貸付金及び債権

貸付金及び債権は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定しておりま

す。

(d) 売却可能金融資産

売却可能金融資産は、決算日現在の公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる損益はその

他の包括利益として認識しております。

なお、貨幣性資産に係る外貨換算差額は純損益として認識しております。

(ⅲ) 減損

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産以外の金融資産は、決算日において減損していること

を示す客観的証拠が存在するか否かを検討しております。金融資産については、客観的な証拠によっ

て損失事象が当初認識後に発生したことが示されており、かつ、その損失事象が当該金融資産の見積

将来キャッシュ・フローにマイナスの影響を及ぼすことが合理的に予測できる場合に減損していると

判定しております。

売却可能金融資産については、その公正価値が著しく下落している、または長期にわたり取得原価

を下回っていることも、減損の客観的証拠となります。

売上債権のような特定の分類の金融資産は、個別に減損の客観的証拠が存在しない場合でも、さら

にグループ単位で減損の評価をしております。

償却原価で計上している金融資産について認識した減損損失の金額は、当該資産の帳簿価額と見積

将来キャッシュ・フローを金融資産の当初の実効金利で割り引いた金融資産の現在価値との差額であ

ります。以後の期間において、減損損失の額が減少したことを示す客観的事象が発生した場合には、

減損損失を戻入、純損益として認識しております。

売却可能金融資産が減損している場合には、その他の包括利益に認識した累積利得または損失を、

その期間の純損益に振り替えております。売却可能な資本性金融商品については、以後の期間におい

て、減損損失の戻入れは認識いたしません。一方、売却可能な負債性金融商品については、以後の期

間において、公正価値が増加を示す客観的事実が発生した場合には、当該減損損失を戻入れ、純損益

として認識しております。
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(ⅳ) 認識の中止

金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した時、または金融資産を譲

渡しほとんどすべてのリスクと経済価値が他の企業に移転した場合にのみ、金融資産の認識を中止し

ております。

金融資産の認識の中止に際しては、資産の帳簿価額と受取ったまたは受取可能な対価との差額及び

その他の包括利益に認識した累積利得または損失は純損益として認識しております。

②金融負債

(ⅰ) 当初認識及び測定

金融負債は、契約の当事者となる時点で当初認識し、当初認識時点において以下に分類しておりま

す。

(a) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定することを指定した金融負債

(b) その他の金融負債（社債及び借入金含む）

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債以外のもの

金融負債は、当初認識時点において公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定する金融負

債を除き、発行に直接帰属する取引費用を減算して算定しております。

(ⅱ) 事後測定

(a) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は公正価値で測定し、再測定から生じる利得また

は損失は純損益として認識しております。

(b) その他の金融負債（社債及び借入金含む）

その他の金融負債は、主として実効金利法を使用して償却原価で測定しております。

(ⅲ) 認識の中止

金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、または失効となった

場合にのみ、金融負債の認識を中止しております。金融負債の認識の中止に際しては、金融負債の帳

簿価額と支払われたまたは支払う予定の対価の差額は純損益として認識しております。

金融資産と金融負債は、認識している金額を相殺する法的に強制可能な権利を現在有しており、かつ

純額で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合にのみ相殺して

おります。

③デリバティブ金融商品

デリバティブは、契約が締結された日の公正価値で当初認識し、当初認識後は公正価値で再測定して

おります。デリバティブ金融商品の公正価値の変動は、ヘッジ会計が適用されているものを除き、直ち

に純損益として認識しております。

為替及び金利変動によるリスクのヘッジは、外国為替先物やオプション、金利スワップ等のデリバ

ティブ金融商品の利用により実行されております。

ヘッジは、将来の金利変動によるリスク、または為替リスク等のリスクをカバーしております。ヘッ

ジ会計を適用するためには、ヘッジの開始時点において、ヘッジ関係並びにヘッジの実施についての企

業のリスク管理目的及び戦略に関する公式な指定及び文書化を行う必要があります。

ヘッジ会計の要件を満たすヘッジは次のように会計処理しております。

(a) 公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値の変動は、

ヘッジされたリスクをもたらすヘッジ対象資産又は負債の公正価値の変動と共に、連結損益計

算書に計上しております。

(b) キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値

の変動は、ヘッジの効果が有効な部分について、その他の包括利益（税効果考慮後）として認

識しております。

非有効部分に関する利得又は損失は、連結損益計算書に即時認識しております。

資本に累積された金額は、ヘッジ対象が純損益に影響を与える期（例えば、ヘッジした予定売

上が発生する期）に、組替調整額として純損益に振り替えております。
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(14) 引当金

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、合理的に見積り可能である法的又は推定的債務を

有しており、その債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高い場合に認識しております。

また、引当金の金額は期末日において債務を履行するとした場合の最善の見積りを用いて行っております。

引当金については、時間的価値の影響が重要な場合には、現在価値に割り引いて認識しております。現在

価値への割引においては、貨幣の時間的価値の現在の市場評価と当該引当金に特有のリスクを反映させた割

引率を使用しております。

 

(15) 従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、従業員が関連する勤務を提供した時点で費用処理してお

ります。

賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を負っており、信頼性のあ

る見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識しておりま

す。

確定給付制度債務の現在価値及び当期勤務費用ならびに過去勤務費用は、予測単位積増方式に基づき計算

しております。

当該方式のもと、報告期間の末日において認識または発生したこれらの年金及び年金の権利を認識するの

みならず、退職給付に影響する要素である退職給付や給与の将来的な増加も見積りにより考慮しておりま

す。

計算は独立した専門家の数理計算上の報告書により行われます。

確定給付型の制度に関する負債は、期末日時点の確定給付債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除

した金額により認識しております。

退職給付債務の現在価値は、関連する年金債務の期間に満期が近似しており、かつ給付が支払われる通貨

建ての優良社債の市場利回りに基づく割引後見積将来キャッシュ・フローで算定しております。

数理計算上の仮定の変更や実績に基づく調整により生じた数理計算上の差異は、発生した期間にその他包

括利益として認識しております。

過去勤務費用は直ちに損益として認識しております。

確定拠出制度における掛金は、IFRSが当該掛金を資産の原価に含めることを要求又は許容している場合を

除き、拠出すべき時期に損益として計上しております。

確定給付制度が積立超過である場合には、確定給付資産の純額を次のいずれか低い方で測定しておりま

す。

(a) 当該確定給付制度の積立超過

(b) 資産上限額（アセットシーリング）

 

(16) 株主資本

①普通株式

当社が発行した資本性金融商品は、発行価額を「資本金」及び「資本剰余金」に計上し、直接発行費用

は「資本剰余金」から控除しております。

②自己株式

自己株式を取得した場合は、直接取引費用を含む支払対価を、資本の控除項目として認識しておりま

す。自己株式を後に売却又は再発行した場合、受取対価を資本の増加として認識しております。この取

引により生じた剰余金又は欠損金は、資本剰余金として表示しております。

 

(17) 売上収益

当社グループは、値引、割戻し及び消費税等の税金を控除後の、受領する対価の公正価値で収益を測定し

ております。

物品の販売による売上収益は、所有に伴うリスク及び経済価値が移転され、買手が物品を支配し、収益が

信頼性をもって測定でき、かつ、経済的便益が企業に流入する可能性が高く、原価を信頼性をもって測定で

きる場合に限り認識しております。

役務の提供による売上収益は、役務の提供時に収益認識しております。

利息収入は、実効金利法により認識しております。

配当収入は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。
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(18) 政府補助金

政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、かつ補助金を受領するという合理的な保証が得ら

れた時に、公正価値で認識しております。

収益に関する政府補助金は、補助金で補償することを意図している費用が発生した期間において純損益に

認識しております。

資産の取得に対する補助金は、資産の耐用年数にわたって規則的にその他の収益として計上し、未経過の

補助金収入を繰延収益として負債に計上しております。

 

(19) 借入費用

適格資産（意図された使用又は販売が可能になるまでに相当の期間を必要とする資産）の取得、建設又は

生産に直接起因する借入費用は、意図された使用又は販売が可能となるまで当該資産の取得原価の一部とし

て資産計上しております。

 

(20) 外貨換算

外貨建取引は取引日の為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換算しております。在外子会社の資

産及び負債は期末日の為替レートで、収益及び費用は平均為替レートで日本円に換算しております。

在外子会社の財務諸表から発生した為替換算差額は連結包括利益計算書のその他の包括利益で認識し、為

替換算差額の累積額は連結財政状態計算書のその他の資本の構成要素に計上しております。

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公

正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、その公正価値の算定日における為替レートで機能通貨

に再換算しております。取得原価に基づいて測定されている非貨幣性項目は、取引日の為替レートを用いて

換算しております。再換算又は決済により発生した換算差額は、その期間の純損益で認識しております。

在外子会社の取得に伴い発生したのれん及び無形資産については、当該在外子会社の資産及び負債として

扱われ、期末日の為替レートで換算されます。

 

(21) 重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが要求されております。ただし、実際の業

績はこれらの見積りとは異なる場合があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。

会計上の見積りの改訂は、見積りが改訂された会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識され

ます。

連結財務諸表の金額に重要な影響を与える経営者の見積り及び判断は以下のとおりであります。

①企業結合により取得した資産及び引き受けた負債の公正価値

企業結合により取得した資産及び負債は、当初取得日の公正価値で測定されます。公正価値算定の基

礎となる将来キャッシュ・フロー、割引率等の仮定は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響

を受ける可能性があり、将来にわたり、のれん及び無形資産の評価額、無形資産償却額に重要な修正

を生じさせるリスクを有しております。

②のれん及び無形資産の減損

各連結会計年度又は減損の兆候がある場合には随時、減損テストが実施されます。

のれん及び無形資産の減損テストにおいて、資金生成単位を判別したうえで、当該資金生成単位にお

ける売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方を回収可能価額として測定しておりま

す。当該売却費用控除後の公正価値算定上の仮定、あるいは使用価値算定の基礎となる資金生成単位

の使用期間中及び使用後の処分により見込まれる将来キャッシュ・フロー、割引率等の仮定は、将来

の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、将来にわたり、のれん及び無形資産

に係る減損損失額に重要な修正を生じさせるリスクを有しております。

③繰延税金資産の回収可能性

繰延税金資産については、将来減算一時差異等を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で

認識しておりますが、当該回収可能性の判断は、当社グループの事業計画に基づいて決定した各将来

事業年度の課税所得の見積りを前提としております。当該将来事業年度の課税所得の見積りは、将来

の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、将来にわたり、繰延税金資産の計上

額に重要な修正を生じさせるリスクを有しております。
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④引当金の測定

引当金は、将来において債務の決済に要すると見込まれる支出の期末日における最善の見積りに基づ

いて測定しております。将来において債務の決済に要すると見込まれる支出額は、将来の起こりうる

結果を総合的に勘案して算定しております。これら引当金の測定において使用される仮定は、将来の

不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、将来にわたり、引当金の測定額に重要

な修正を生じさせるリスクを有しております。

 

 

４．連結の範囲の重要な変更

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

本要約四半期連結財務諸表における連結範囲は、以下を除き、2015年３月31日に終了する連結会計年度に係

る連結財務諸表から重要な変更はありません。

第１四半期連結累計期間において、AG社の株式を取得したため、AG社及びそのグループ会社を連結の範囲に

含めております。また、ＤＭＧ森精機ワシノ株式会社が2015年４月より操業を開始したため、連結の範囲に含

めております。

 

 

５．期中営業活動の季節性又は循環性について

当社グループはグローバルに活動する企業であるため、様々な経済循環に影響を受ける傾向にあります。

当年度中の季節変動は通常の範囲のものでありますが、産業全体の状況により収益及び利益が影響を受ける

ことがあります。

 

 

６．事業セグメント

①報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会・執行役員会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。セグメントの分類は、取り扱う製品やサービスの違い、及びそれに応じた内部報告・管

理方法の違いにより行っております。

　その結果、当社グループにおいては、「マシンツール」、「インダストリアル・サービス」の２つを報告セ

グメントとしております。

なお、前第２四半期連結累計期間では地域別のセグメントとして「日本」、「米州」、「欧州」、「中国・

アジア」を報告セグメントとして開示しておりましたが、AG社と連結企業として一体となったことを契機とし

て、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を「マシンツール」、「インダストリアル・サービ

ス」に変更しております。

 

②報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。

報告セグメントの利益は、営業利益及び持分法による投資利益の合計であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格を勘案して決定された金額に基づいております。
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③セグメントごとの収益及び業績

当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント 調整額（注） 要約四半期

連結損益
計算書計上額マシンツール

インダストリアル

・サービス
合計 全社機能 消去

売上収益       

外部顧客からの売上収益 63,672 16,692 80,364 － － 80,364

セグメント間の売上収益 34,955 7,563 42,519 － △42,519 －

合計 98,628 24,256 122,884 － △42,519 80,364

セグメント利益 7,148 3,040 10,189 △2,516 83 7,756

金融収益 － － － － － 339

金融費用 － － － － － △278

税引前四半期利益 － － － － － 7,817

（注）　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び全社機能に係る損益が含まれております。

 

 

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント 調整額（注） 要約四半期

連結損益
計算書計上額マシンツール

インダストリアル

・サービス
合計 全社機能 消去

売上収益       

外部顧客からの売上収益 139,234 57,486 196,720 14 － 196,735

セグメント間の売上収益 63,814 12,988 76,803 1,422 △78,225 －

合計 203,049 70,474 273,523 1,437 △78,225 196,735

セグメント利益 18,971 24,067 43,038 △7,442 3,220 38,816

金融収益 － － － － － 330

金融費用 － － － － － △1,286

税引前四半期利益 － － － － － 37,860

（注）　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び全社機能に係る損益が含まれております。
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前第２四半期連結会計期間（自　2014年７月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント 調整額（注） 要約四半期

連結損益
計算書計上額マシンツール

インダストリアル

・サービス
合計 全社機能 消去

売上収益       

外部顧客からの売上収益 34,475 8,647 43,123 － － 43,123

セグメント間の売上収益 18,738 3,588 22,327 － △22,327 －

合計 53,214 12,236 65,450 － △22,327 43,123

セグメント利益 5,631 1,813 7,445 △1,298 △154 5,992

金融収益 － － － － － 223

金融費用 － － － － － △139

税引前四半期利益 － － － － － 6,076

（注）　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び全社機能に係る損益が含まれております。

 

 

当第２四半期連結会計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント 調整額（注） 要約四半期

連結損益
計算書計上額マシンツール

インダストリアル

・サービス
合計 全社機能 消去

売上収益       

外部顧客からの売上収益 71,936 28,725 100,662 7 － 100,669

セグメント間の売上収益 29,579 6,391 35,971 718 △36,689 －

合計 101,516 35,117 136,633 725 △36,689 100,669

セグメント利益 4,269 1,430 5,700 △3,074 2,132 4,758

金融収益 － － － － － 111

金融費用 － － － － － △688

税引前四半期利益 － － － － － 4,181

（注）　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び全社機能に係る損益が含まれております。
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７．配当

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

１．配当金支払額

決議日 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2014年６月20日

定時株主総会
1,594百万円 12円 2014年３月31日 2014年６月23日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議日 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2014年10月27日

取締役会
1,594百万円 12円 2014年９月30日 2014年12月１日

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

１．配当金支払額

決議 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2015年６月19日

定時株主総会
1,726百万円 13円 2015年３月31日 2015年６月22日

2015年８月７日

取締役会
1,726百万円 13円 2015年６月30日 2015年９月18日

（注）　配当金の総額と要約四半期連結持分変動計算書における配当金の額との差異は、関係会社が保有す

る当社株式に対する配当を連結消去しているためであります。
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８．１株当たり利益

基本的１株当たり四半期利益及び算定上の基礎、希薄化後１株当たり四半期利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりになります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2014年４月１日

至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

至　2015年９月30日）

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）

希薄化後四半期利益（百万円）

6,595

6,595

33,043

33,043

発行済普通株式の加重平均株式数（千株）

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式増加数

ストック・オプションによる増加（千株）

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式の加重平均株式数（千株）

129,938

 

 

8

 

129,947

126,039

 

 

－

 

126,039

基本的１株当たり四半期利益（円）

希薄化後１株当たり四半期利益（円）

50.76

50.76

262.16

262.16

（注）　当第２四半期連結累計期間の希薄化後１株当たり四半期利益は、潜在株式が存在しないため基本的１株当た

り四半期利益と同額であります。

 

 

 

前第２四半期連結会計期間

（自　2014年７月１日

至　2014年９月30日）

当第２四半期連結会計期間

（自　2015年７月１日

至　2015年９月30日）

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）

希薄化後四半期利益（百万円）

4,923

4,923

724

724

発行済普通株式の加重平均株式数（千株）

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式増加数

ストック・オプションによる増加（千株）

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式の加重平均株式数（千株）

129,938

 

 

－

 

129,938

125,755

 

 

－

 

125,755

基本的１株当たり四半期利益（円）

希薄化後１株当たり四半期利益（円）

37.89

37.89

5.76

5.76

（注）　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の希薄化後１株当たり四半期利益は、潜在株式が

存在しないため基本的１株当たり四半期利益と同額であります。
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９．金融商品

(1) 金融商品の公正価値

金融商品の帳簿価額と公正価値は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 

IFRS移行日

（2014年４月１日）

前連結会計年度

（2015年３月31日）

当第２四半期

連結会計期間

（2015年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産：

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

貸付金及びその他の金融資産

公正価値で測定される金融資産：

デリバティブ資産

売却可能金融資産

 

18,916

35,530

1,167

 

－

12,771

 

18,916

35,530

1,167

 

－

12,771

 

21,408

44,948

958

 

795

16,739

 

21,408

44,948

958

 

795

16,739

 

35,677

87,522

7,427

 

629

14,482

 

35,677

87,522

7,427

 

629

14,482

合計 68,386 68,386 84,850 84,850 145,740 145,740

償却原価で測定される金融負債：

営業債務及びその他の債務

社債及び借入金

その他の金融負債

公正価値で測定される金融負債：

デリバティブ負債

 

20,779

51,722

4,297

 

389

 

20,779

52,062

4,297

 

389

 

29,304

109,031

4,290

 

－

 

29,304

109,227

4,290

 

－

 

56,574

221,817

4,483

 

1,342

 

56,574

222,003

4,483

 

1,342

合計 77,188 77,528 142,626 142,822 284,217 284,403

 

償却原価で測定される金融資産及び金融負債：

現金及び現金同等物は、満期までの期間が短期であるため、帳簿価額が公正価値に近似しております。

営業債権及びその他の債権は、満期までの期間が短期であるため、帳簿価額は公正価値に近似しておりま

す。

貸付金及びその他の金融資産のうち、非流動のものの公正価値は、一定の期間ごとに区分し、債権額を満

期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しております。また、流

動のものは、満期までの期間が短期であるため、帳簿価額が公正価値に近似しております。

営業債務及びその他の債務は、満期までの期間が短期であるため、帳簿価額は公正価値に近似しておりま

す。

社債の公正価値は、期末日の市場価格により算定しております。借入金のうち、非流動のものの公正価値

は、一定の期間ごとに区分し、債務額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現

在価値により算定しております。また、流動のものは、満期までの期間が短期であるため、帳簿価額が公正

価値に近似しております。

公正価値で測定される金融資産及び金融負債：

デリバティブ資産及びデリバティブ負債のうち、為替予約については、先物為替相場等によって公正価値

を算定しております。また、金利スワップについては、将来キャッシュ・フロー額を満期までの期間及び報

告期末日現在の金利スワップ利率により割り引いた現在価値により算定しております。

売却可能金融資産のうち、上場株式の公正価値については期末日の市場価格、非上場株式の公正価値につ

いては主として純資産価値に基づく評価技法により算定しております。また、債券の公正価値については、

取引先金融機関等から提示された価格に基づいて算定しております。

 

(2) 金融商品の公正価値ヒエラルキー

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値
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償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

IFRS移行日（2014年４月１日）

（単位：百万円）

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － － － － －

社債 49,871 － 50,212 － 50,212

（注）　１年内償還の残高を含んでおります。

 

前連結会計年度（2015年３月31日）

（単位：百万円）

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 20,000 － － 20,000 20,000

社債 34,917 － 35,113 － 35,113

 

当第２四半期連結会計期間（2015年９月30日）

（単位：百万円）

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 137,417 － － 137,417 137,417

社債 34,933 － 35,119 － 35,119

（注）１年内償還の残高を含んでおります。

 

公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

IFRS移行日（2014年４月１日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

デリバティブ資産

売却可能金融資産

 

－

11,590

 

－

－

 

－

1,180

 

－

12,771

合計 11,590 － 1,180 12,771

金融負債

デリバティブ負債

 

－

 

389

 

－

 

389

合計 － 389 － 389

（注）　移行日において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び３の間の重要な振替

はありません。
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前連結会計年度（2015年３月31日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

デリバティブ資産

売却可能金融資産

 

－

15,075

 

795

－

 

－

1,664

 

795

16,739

合計 15,075 795 1,664 17,535

金融負債

デリバティブ負債

 

－

 

－

 

－

 

－

合計 － － － －

（注）　前連結会計年度において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び３の間の

重要な振替はありません。

 

当第２四半期連結会計期間（2015年９月30日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

デリバティブ資産

売却可能金融資産

 

－

13,558

 

629

－

 

－

924

 

629

14,482

合計 13,558 629 924 15,111

金融負債

デリバティブ負債

 

－

 

1,342

 

－

 

1,342

合計 － 1,342 － 1,342

（注）　当第２四半期連結会計期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び

３の間の重要な振替はありません。

 

レベル２に分類されている金融資産・負債は為替予約、金利通貨スワップ等に係るデリバティブ取引で

す。為替予約、金利通貨スワップ等の公正価値は、取引先金融機関等から提示された金利等の観察可能な市

場データに基づき算定しております。

非上場株式の公正価値は、主として純資産価値に基づく評価技法を適用して算定しております。

各年度における、レベル３に分類された金融商品の増減は、以下のとおりであります。

 

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2014年４月１日

至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

至　2015年９月30日）

期首残高 1,180 1,664

利得及び損失合計

損益（注）1

その他の包括利益（注）2

購入

売却

その他

 

－

394

－

－

－

 

－

△417

－

－

△322

期末残高 1,574 924

（注）１．損益に含まれている利得及び損失は、決算日時点の損益を通じて公正価値で測定する金融資産に

関するものであります。これらの損益は「その他の収益」及び「その他の費用」に含まれておりま

す。

２．その他の包括利益に含まれている利得及び損失は決算日時点に保有する市場で取引されていない

株式等に関するものであります。これらの損益は「売却可能金融資産の公正価値の変動」に含まれ

ております。
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10．企業結合

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

 

DMG MORI AKTIENGESELLSCHAFT株式の取得

(1) 企業結合の概要

当社は、欧州の工作機械メーカであるAG社との間で、2009年３月より販売、開発、購買、生産等の各分野

での連携を進めてまいりましたが、さらに企業価値を創出するためには資本面においても両社が一体となっ

て運営することが最善であるとの結論に至り、当社の連結対象会社であるDMG MORI GmbHを通じて、AG社株

式の公開買付けを実施いたしました。なお、公開買付けの期間は以下のとおりです。

買付け期間　　　　　　2015年２月11日から2015年３月25日（６週間）

追加買付け期間　　　　2015年３月31日から2015年４月13日（２週間）

その結果、個別買付けを含めAG社の議決権28.21％を追加取得し、当社及びDMG MORI GmbHによるAG社株式

の議決権所有割合は、既保有持分と合わせて52.54％となりました。

取得した議決権比率の推移は、以下のとおりです。

公開買付け前　　　　　24.33％（当社 24.33％）

個別買付け　　　　　　16.31％（当社 9.37％、DMG MORI GmbH 6.94％）

公開買付け　　　　　　11.90％（DMG MORI GmbH 11.90％）

公開買付け後　　　　　52.54％（当社 33.70％、DMG MORI GmbH 18.84％）

公開買付け期間終了日において、AG社の議決権の過半数を実質的に保有する状況であったため、2015年４

月13日を企業結合日としてAG社を連結対象会社としております。

本企業結合により、AG社と当社は連結企業として一体となり、今まで以上の協業効果を発揮してまいりま

す。販売面においては、情報の一元化によりさらにお客様のニーズに即した提案・サポートが可能となり、

一層の売上促進を図ります。開発・生産面においては、AG社の有する５軸制御技術やレーザ技術等との融合

により魅力的な製品開発を進めるとともに、機種統合の推進、部品共通化、内製技術を活かした部品供給の

拡大及び需要地生産の促進により収益体質の強化を実現いたします。サービス分野においては、サービス網

拡充や技術交流を積極的に進め、全世界のサービスサポート体制を強固にしてまいります。人材面において

は、生産性の向上、労働時間の短縮、社員教育の充実等により、一層の人材育成に取り組みます。

 

(2) 取得の対価

（単位：百万円）

 金額

現金及び現金同等物

支配獲得時に既に保有していたAG社に対する

資本持分の公正価値

38,709

 

146,627

合計 185,337
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(3) 取得資産及び引受負債

取得日における取得資産及び引受負債の公正価値は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 金額

流動資産

現金及び現金同等物

営業債権及びその他の債権

棚卸資産

その他

 

31,738

40,989

74,025

23,699

非流動資産

有形固定資産

無形資産

その他

 

55,386

10,365

42,735

取得資産の公正価値 278,940

流動負債

営業債務及びその他の債務

前受金

引当金

その他

 

△49,405

△19,005

△24,520

△11,065

非流動負債

社債及び借入金

引当金

その他

 

△5,823

△10,709

△1,055

引受債務の公正価値 △121,586

取得資産及び引受債務の公正価値（純額） 157,353

AG社保有当社株式等 △13,552

非支配持分 △58,878

のれん 100,413

 

(4) 営業債権及びその他の債権の公正価値

取得した営業債権及びその他の債権の公正価値40,989百万円について、契約金額総額は43,276百万円であ

り、回収不能と見込まれる契約上のキャッシュ・フローの支配獲得日時点の見積額は2,287百万円です。

 

(5) 非支配持分

非支配持分58,878百万円は、支配獲得日における識別可能な被取得企業の純資産額に、企業結合後の持分

比率を乗じて測定しています。

 

(6) のれん

のれん100,413百万円は、個別に認識要件を満たさない、取得から生じることが期待される既存事業との

シナジー効果と超過収益力を反映したものであります。なお、当該のれんは、取得原価の配分が完了してい

ないため、暫定的に算定された金額で計上されております。

 

(7) 取得関連費用

取得関連費用は768百万円（うち53百万円は前期に発生）であり、要約四半期連結損益計算書上、「その

他の費用」に含めております。

 

(8) 段階取得に係る差益

当社が支配獲得時に保有していたAG社グループに対する資本持分を支配獲得日の公正価値で再測定した結

果、当該企業結合から36,656百万円の段階取得に係る差益を認識しております。この利益は、要約四半期連

結損益計算書上、「その他の収益」に含めております。
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(9) 当社グループの業績に与える影響

当第２四半期の要約四半期連結損益計算書に含まれるAG社グループから生じた売上収益及び四半期利益

は、それぞれ149,982百万円及び7,503百万円であります。また、企業結合が期首に実施されたと仮定した場

合の売上収益及び四半期利益に対する影響額は軽微であります。

 

 

11．後発事象

　該当事項はありません。

 

 

12．初度適用

当社グループは、当連結会計年度からIFRSに準拠した連結財務諸表を開示しております。日本基準に準拠して

作成された直近の連結財務諸表は2015年３月31日に終了する連結会計年度に関するものであり、IFRSへの移行日

は2014年４月１日であります。

IFRSでは、IFRSを初めて適用する会社に対して、原則として、IFRSで要求される基準を遡及して適用すること

を求めております。ただし、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」では、IFRSで要求される基準の一部に

ついて任意に免除規定を適用することができるものを定めております。

当社グループが日本基準からIFRSへ移行するにあたり、採用した免除規定は以下のとおりであります。

①企業結合

移行日前に行われた企業結合に対して、IFRS第３号「企業結合」を遡及適用しないことを選択することが

認められております。当社グループは、当該免除規定を適用し、移行日前に行われた企業結合に対して、

IFRS第３号を遡及適用しないことを選択しております。この結果、移行日前の企業結合から生じたのれんの

額については、日本基準に基づく移行日時点での帳簿価額によっております。なお、のれんについては、減

損の兆候の有無に関わらず、移行日時点で減損テストを実施しております。

 

②みなし原価

IFRS第１号では、有形固定資産、投資不動産及び無形資産について、みなし原価を使用することが認めら

れております。当社グループは、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、一部

の事業用の土地について再評価を行っておりましたが、当該再評価額を移行日現在のみなし原価として使用

しております。

 

③在外営業活動体の換算差額

IFRS第１号では、移行日現在の在外営業活動体の換算差額の累計額をゼロとみなすことを選択することが

認められております。当社グループは、在外営業活動体の換算差額の累計額を移行日現在でゼロとみなすこ

とを選択しております。

 

なお、移行日（2014年４月１日）及び前連結会計年度末（2015年３月31日）の資本に対する調整表、並びに前

連結会計年度（自　2014年４月１日　至　2015年３月31日）の損益及び包括利益に対する調整表は、「2015年12

月期 第１四半期報告書」における「第４ 経理の状況 １ 要約四半期連結財務諸表 （６）要約四半期連結財務

諸表注記 12．初度適用」に記載のとおりであります。
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(1) 前第２四半期連結会計期間（2014年９月30日）の資本に対する調整

前第２四半期連結会計期間の要約四半期連結財政状態計算書の作成にあたり、当社グループは日本基準に準

拠し作成された四半期連結財務諸表の金額を次のとおり調整しております。

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 14,748 △19 － 14,729  現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 36,891 2,820 △651 39,060 A 営業債権及びその他の債権

 － 70 － 70  その他の金融資産

商品及び製品 13,941 30,593 92 44,627 A 棚卸資産

仕掛品 10,226 △10,226 － －   

原材料及び貯蔵品 20,367 △20,367 － －   

貸倒引当金 △226 226 － －   

未収消費税等 911 △911 － －   

その他 5,127 △2,187 － 2,939  その他の流動資産

繰延税金資産 2,420 △2,420 － －   

流動資産合計 104,406 △2,420 △558 101,427  流動資産合計

       

固定資産      非流動資産

有形固定資産 70,916 － － 70,916  有形固定資産

無形固定資産       

のれん 613 － 152 765 C のれん

その他 5,946 － 20 5,966  その他の無形資産

投資その他の資産       

 － 15,518 429 15,948 D その他の金融資産

投資有価証券 64,007 △14,231 1,663 51,439 E
持分法で会計処理

されている投資

長期前払費用 1,052 △1,052 － －   

長期貸付金 66 △66 － －   

繰延税金資産 330 2,420 △1,429 1,321 F 繰延税金資産

その他 1,400 △167 － 1,232  その他の非流動資産

固定資産合計 144,333 2,420 835 147,590  非流動資産合計

資産合計 248,740 － 277 249,017  資産合計

 

EDINET提出書類

ＤＭＧ森精機株式会社(E01502)

四半期報告書

38/48



 
（単位：百万円）

 

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債

流動負債      流動負債

買掛金 13,364 8,202 △171 21,396  営業債務及びその他の債務

未払金 5,205 △5,205 － －   

未払費用 2,424 △2,424 － －   

前受金 1,010 － － 1,010  前受金

短期借入金 30 － － 30  社債及び借入金

未払消費税等 234 △234 － －   

リース債務 397 146 － 543  その他の金融負債

未払法人税等 935 － － 935  未払法人所得税

製品保証引当金 931 149 1,331 2,413 H 引当金

賞与引当金 133 △133 － －   

役員賞与引当金 16 △16 － －   

その他 718 △484 116 351  その他の流動負債

繰延税金負債 36 △36 － －   

流動負債合計 25,438 △36 1,277 26,679  流動負債合計

       

固定負債      非流動負債

社債 35,000 20,000 △100 54,899 G 社債及び借入金

長期借入金 20,000 △20,000 － －   

退職給付に係る負債 388 － － 388  退職給付に係る負債

資産除去債務 48 29 － 78  引当金

リース債務 3,846 26 － 3,873  その他の金融負債

長期未払金 573 △573 － －   

その他 540 517 131 1,189  その他の非流動負債

再評価に係る

繰延税金負債
1,485 △1,485 － －   

繰延税金負債 2,511 1,521 △1,948 2,084 F 繰延税金負債

固定負債合計 64,395 36 △1,917 62,514  非流動負債合計

負債合計 89,834 － △640 89,193  負債合計

       

純資産の部      資本

資本金 51,115 － － 51,115  資本金

資本剰余金 64,153 － 32 64,185 I 資本剰余金

自己株式 △3,610 － － △3,610  自己株式

利益剰余金 29,624 － 9,712 39,336 M 利益剰余金

その他の包括利益累計額 13,395 △13,395 － －   

 － 13,395 △8,783 4,611
D,F

J,K
その他の資本の構成要素

 － － － 155,639  
親会社の所有者に

帰属する持分合計

少数株主持分 4,227 － △43 4,184  非支配持分

純資産合計 158,905 － 917 159,823  資本合計

負債純資産合計 248,740 － 277 249,017  負債及び資本合計
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(2) 前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）の損益及び包括利益に対する調整

　前第２四半期連結累計期間の要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書の作成にあた

り、当社グループは日本基準に準拠し作成された四半期連結財務諸表の金額を次のとおり調整しております。

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 80,401  △37 80,364 A 売上収益

  1,446 19 1,466 I その他の収益

売上原価 53,672 △53,672     

販売費及び一般管理費 22,154 △22,154     

  △347 54 △293 A 商品及び製品・仕掛品の増減

  39,494 △6 39,487 A 原材料費及び消耗品費

  19,422 △11 19,410 H,L 人件費

  3,362 △140 3,221 C 減価償却費及び償却費

  14,119 360 14,479  その他の費用

営業利益 4,574 1,222 △272 5,525  営業利益

営業外収益  339  339  金融収益

受取利息 10 △10     

受取配当金 329 △329     

為替差益 1,024 △1,024     

持分法による投資利益 1,030  1,200 2,231 E 持分法による投資利益

その他 160 △160     

営業外費用  250 28 278 G 金融費用

支払利息 250 △250     

支払手数料 111 △111     

その他 76 △76     

特別利益       

固定資産売却益 4 △4     

新株予約権戻入益 32 △32     

持分変動利益 54 △54     

その他の投資売却益 8 △8     

事業分離における　　　

移転利益
162 △162     

特別損失       

固定資産売却損 0 △0     

固定資産除却損 34 △34     

その他の投資売却損 1 △1     

税金等調整前

四半期純利益
6,916 － 900 7,817  税引前四半期利益

法人税、住民税及び事業税 1,042 85 11 1,139 F 法人所得税

法人税等調整額 85 △85     

少数株主損益調整前

四半期純利益
5,789 － 888 6,678  四半期利益
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

その他の包括利益      その他の包括利益

その他有価証券

評価差額金
1,225  △10 1,214 D

売却可能金融資産の

公正価値の変動

退職給付に係る調整額 14  △10 3 L 確定給付制度の再測定

繰延ヘッジ損益 159   159  
キャッシュ・フロー・ヘッジの

公正価値の純変動の有効部分

為替換算調整勘定 746  18 764 J 在外営業活動体の換算差額

持分法適用会社に対する

持分相当額
△2,890  1,434 △1,456 E

持分法適用会社におけるその他

の包括利益に対する持分

その他の包括利益合計 △745  1,430 685  その他の包括利益合計

四半期包括利益 5,044  2,319 7,363  四半期包括利益

四半期純利益：      四半期利益の帰属：

（親会社株主に帰属） 5,789 △68 874 6,595  親会社の所有者

  68 14 82  非支配持分

四半期包括利益：      四半期包括利益の帰属：

親会社株主に係る

包括利益
4,950  2,305 7,255  親会社の所有者

少数株主に係る包括利益 93  14 107  非支配持分
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(3) 前第２四半期連結会計期間（自　2014年７月１日　至　2014年９月30日）の損益及び包括利益に対する調整

　前第２四半期連結会計期間の要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書の作成にあた

り、当社グループは日本基準に準拠し作成された四半期連結財務諸表の金額を次のとおり調整しております。

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 43,224  △100 43,123 A 売上収益

  1,240 △18 1,222 I その他の収益

売上原価 28,585 △28,585     

販売費及び一般管理費 11,032 △11,032     

  940 0 940 A 商品及び製品・仕掛品の増減

  20,861 △23 20,838 A 原材料費及び消耗品費

  9,765 △5 9,760 H,L 人件費

  1,763 △72 1,691 C 減価償却費及び償却費

  5,906 409 6,316  その他の費用

営業利益 3,606 1,620 △428 4,798  営業利益

営業外収益  223  223  金融収益

受取利息 4 △4     

受取配当金 219 △219     

為替差益 1,024 △1,024     

持分法による投資利益 705  488 1,194 E 持分法による投資利益

その他 54 △54     

営業外費用  125 14 139 G 金融費用

支払利息 125 △125     

支払手数料 68 △68     

為替差損 △496 496     

その他 39 △39     

特別利益       

固定資産売却益 0 △0     

新株予約権戻入益 8 △8     

持分変動利益 △10 10     

事業分離における　　　

移転利益
162 △162     

特別損失       

固定資産売却損 0 △0     

固定資産除却損 8 △8     

税金等調整前

四半期純利益
6,031 － 45 6,076  税引前四半期利益

法人税、住民税及び事業税 772 270 17 1,060 F 法人所得税

法人税等調整額 270 △270     

少数株主損益調整前

四半期純利益
4,988 － 27 5,016  四半期利益
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

その他の包括利益      その他の包括利益

その他有価証券

評価差額金
664  16 681 D

売却可能金融資産の

公正価値の変動

退職給付に係る調整額 3  △7 △3 L 確定給付制度の再測定

繰延ヘッジ損益 14   14  
キャッシュ・フロー・ヘッジの

公正価値の純変動の有効部分

為替換算調整勘定 1,201  5 1,207 J 在外営業活動体の換算差額

持分法適用会社に対する

持分相当額
△1,343  1,210 △133 E

持分法適用会社におけるその他

の包括利益に対する持分

その他の包括利益合計 541  1,225 1,766  その他の包括利益合計

四半期包括利益 5,529  1,252 6,782  四半期包括利益

四半期純利益：      四半期利益の帰属：

（親会社株主に帰属） 4,988 △89 24 4,923  親会社の所有者

  89 3 92  非支配持分

四半期包括利益：      四半期包括利益の帰属：

親会社株主に係る

包括利益
5,406  1,249 6,655  親会社の所有者

少数株主に係る包括利益 122  3 126  非支配持分
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(4) 資本、損益及び包括利益に対する調整に関する注記

(a) 表示組替に関する注記

日本基準では流動資産に区分している繰延税金資産を、IFRSでは非流動資産において、「繰延税金資産」と

して表示しております。

日本基準では流動負債に区分している繰延税金負債を、IFRSでは非流動負債において、「繰延税金負債」と

して表示しております。

日本基準では「販売費及び一般管理費」に含めていた販売促進費の一部を、IFRSでは「売上収益」から控除

しております。

日本基準では発生した費用に関して費用機能法に基づき、売上原価・販売費及び一般管理費・営業外費用等

に分類して表示しておりましたが、IFRSでは費用性質法による表示に変更しております。

 

(b) 認識及び測定の差異に関する注記

A 収益認識

一部の物品販売について、出荷基準等で収益認識を行っておりましたが、IFRSでは当該物品に係る重要な

リスクと経済価値が移転した時点で収益を認識しております。

 

B 営業債権の認識中止の取消し

営業債権のうち、債権譲渡契約を結んでおり、金融機関に譲渡を行った債権について、日本基準では営業

債権としての認識を中止しましたが、IFRSにおいては営業債権の認識中止の要件を満たす譲渡に該当しない

ことから、「営業債権及びその他の債権」及び「社債及び借入金」が増加しております。

 

C 企業結合

日本基準においては一定期間にわたりのれんの償却を行いますが、IFRSでは規則的な償却を行っておりま

せん。日本基準で計上したのれん償却費を戻入れております。

日本基準においては、企業結合に関連して発生する取得関連費用を株式等の取得原価に含めておりました

が、IFRSでは発生時に費用処理しております。

 

D その他の金融資産に係る公正価値の変動

時価のない投資有価証券について、日本基準では移動平均法による原価法により計上しておりましたが、

IFRSでは公正価値を見積もり、取得価額との差額は「その他の資本の構成要素」として認識しております。

 

E 持分法で会計処理されている投資

持分法適用会社の開発費について、日本基準において費用化していた金額を、IFRSでは資産化しておりま

す。

持分法適用会社に係るのれんについて、日本基準においては一定期間にわたりのれんの償却を行います

が、IFRSでは規則的な償却を行っておりません。

日本基準においては、決算日が異なる持分法適用会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用

しておりましたが、IFRSにおいては連結決算日現在での財務諸表を使用しております。

 

F 税効果会計

収益認識や未払債務計上、その他のIFRSへの調整により、一時差異が新たに発生しております。

また、未実現損益の消去に伴う税効果について、日本基準では売却会社の実効税率を使用して計算してお

りますが、IFRSにおいては購入会社の実効税率を使用して計算しております。

 

G 社債及び借入金

日本基準では社債の発行費用等を発生時に費用処理しておりましたが、IFRSでは社債を含めた金融負債は

実効金利法により償却原価で測定しております。

 

H 引当金

日本基準では会計処理について定めのない未消化の有給休暇に係る債務に対して、IFRSでは引当金計上を

行っております。
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I 新株予約権

日本基準では新株予約権の戻入に係る金額を特別利益として計上しておりましたが、IFRSにおいては「資

本剰余金」に組入れております。

 

J 在外営業活動体の換算差額

IFRS第１号に規定されている免除規定を選択し、在外営業活動体に係る換算差額累計額を、IFRS移行日現

在で全て「利益剰余金」に振り替えております。

 

K みなし原価

日本基準の下で、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行っておりましたが、IFRSではみなし原価の適用に合わせて、当該再評価を振り戻しております。

 

L 確定給付制度の再測定

退職給付に係る負債に関し、日本基準においては過年度に発生した数理計算上の差異を一定期間において

償却を行い費用化しておりましたが、IFRSにおいてはその他の包括利益を通じて認識しております。

 

M 利益剰余金

（単位：百万円）

 
IFRS移行日

2014年４月１日

前第２四半期

連結会計期間

2014年９月30日

前連結会計年度

2015年３月31日

営業債権及び棚卸資産に関する調整（A参照） △52 △22 △22

持分法適用会社の開発費資産化による影響　

（E参照）
195 204 236

持分法適用会社の決算日統一による影響　　

（E参照）
305 795 300

社債発行費等の調整（G参照） 82 64 317

未消化の有給休暇に関する調整（H参照） △709 △709 △770

のれん償却に関する調整（C,E参照） － 848 1,691

在外営業活動体の換算差額に関する調整　　

（J参照）
7,609 7,609 7,609

土地再評価差額金の振り戻しによる調整　　

（K参照）
1,759 1,759 1,898

未実現損益の消去に伴う税効果に関する調整

（F参照）
342 195 63

その他 △699 △1,032 △1,080

利益剰余金に対する調整合計 8,836 9,712 10,244

 

(5) 前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）及び前連結会計年度（自　2014年４

月１日　至　2015年３月31日）の連結キャッシュ・フロー計算書に対する重要な調整項目

日本基準に準拠し開示していた連結キャッシュ・フロー計算書と、IFRSに準拠し開示している連結キャッ　

シュ・フロー計算書に、重要な差異はありません。

 

 

EDINET提出書類

ＤＭＧ森精機株式会社(E01502)

四半期報告書

45/48



２【その他】

2015年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………1,726百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………13円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2015年９月18日

　（注）　2015年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年11月13日

ＤＭＧ森精機株式会社

取締役会　御中

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小川　佳男　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内藤　哲哉　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲　　昌彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＤＭＧ森精機株

式会社の2015年４月１日から2015年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半

期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レ　

ビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、ＤＭＧ森精機株式会社及び連結子会社の2015年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四

半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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